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デンマーク保険契約法
青谷和夫
まえがき
北欧三国の保険契約法については，わが国においては，あまり知られていない。１９
２７年のスウェーデン保険契約法，1930年のノルウェー保険契約法，1930年のデンマー
陸上保険と海上保険をふくむ統一法典となっている。ｸ保険契約法は，
ここに翻訳したのは，デンマーク保険契約法であるが，わたくしは，デンマーク語
を解しない。そこで，TheDanishCantractlnsuranceAct，193ｑｂｙＫ､Lundberg
(CopenhagBn：printedbyNiersen＆Lydiche＜AエビlSimmelkier＞1931.）によった。
法律文章には、その国の国民性に由来するものが染られ，それぞれの特色を発揮し
ている。デンマーク法にはデンマーク国民の民族性に由来する特異性があるはずであ
訳者のLundbelgがこのような背景をふまえて英訳したものかどうかを明らかにる。
その英訳そのものの中に真義を明らかに把握しえなすることはできないのであるが，
いものが随所に散見される。したがって，ここにこれを日本訳に移すにあたっても，
英訳からくる不明瞭性があることをあらかじめおことわりしておく。
デンマーク保険契約法は，1930年に制定され，1931年１月１日から施行されている。
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（適用範囲）
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第１条この保険は，株式組織の保険会社，相互組識の保険会社および保険事業を経
営しているその他の組織の会社との間に締結される保険契約につき，これを適用す
る。
この法律は，つぎに掲げる保険には，これを適用しない。
再保険
２
１
２
３ 1927年７月16日法律第197号第16条による強制傷害保険
1916年７月 6日法律第205号による労働者補償保険法。 mroellaendsに関して
Ｉま1927年７月14日告示第187号参照。1922年11月29日政令第503号，1924年２月２３
日政令第37号，1925年７月24日政令第213号および1926年３月９日政令第41号参
照。
41929年３月27日法律第60号にふくまれる葬祭会および1915年５月10日法律第
144号により政令の承認する疾病組合との諸契約。ｒＥｒｏｅ 1s1andsに関しては，１９
29年４月19日告示第87号参照，
いる疾病組合，政府の監督のＩ
1930年２月21日政令第39号により政府の監督して
政府の もとにある疾病相互組合，1927年７月16日法律第
197号第31条による疾病組合の一種，1912年４月１日法律第67号第８条により疾
病組合として承認された外国農業労働者疾病保険，1916年４月28日法律第126号
に規定されたＥ泊melslandsにおける医師患者搬送会の一種および1921年４月１
日法律第180号，1925年４月１日法律第93号参照。
５組合員に失業，休業による損害の補償をする労働組合との契約
雇主がその従業員に年金の支給を約する諸契約６
（保険関係者の意義）
第２条この法律において，会社とは，保険者を意味するものとする。
保険契約者とは，会社と保険契約を締結した者をいう。
被保険者とは，その者の利益につき生ずべき損害に対し保険に付された者をいう。
２
３
〔この法律の規定に違反する保険約款の効力）
この法律に定められている規定であって強行規定であることが明らかである第３条
もの，
ては，
またはその強行性が他の法律の規定によって裏付けられていないものにあっ
または反対の事項が当該契約によっ当該規定について反対の旨が明示され，
て意味されるものと判断されないかぎり， 拘束力を有する。
第２節告知義務
(告知義務一悪意による告知・信義則違反の告知）
第４条保険契約者が、保険契約締結の際、故意に不正な事実を告げ，または会社に
対し重要な事実を告げなかったときは、当該契約は，会社を拘束しない。保険契約
者が信義誠実に反する行為をしたときも，同様とする。
150
（告知義務一善意・無過失の告知舅淺務違反の告知）
第５条保険契約者が，保険契約締結の際， 告知した事実が虚偽であることを知らな
かつたとき，または知らなかったことにつき過失がなかったものと推定されるとき
lま、会社は，虚偽の告知がなかったものとして，当該契約に拘束される。
(会社の危険引受の程度）
第６条 保険契約者が不正の告知をしたことを会社が知っていたとすれば、 当該保険
て，会社契約の申込を拒絶したものと承とめられるときは， 前２条の場合を除いて,
Iま，保険金を支払う責に任じない。
２会社は， 条件を変更のうえ保険契約を締結したと染とめられる場合には， 約定の
保険料によって支払義務を引き受けたものと考えられる範囲において，保険金支払
の責を負わなければならない。会社が当該契約を再保険仁付することによって自己
の危険引受額を制限することができたものと推定される場合には， 当該損害の填補
Iま，比例的に減額すべきものとする。
３前項の規定は，海上保険， その他の運送保険または保証保険においては， 虚偽の
告知をした事情が，保険事故の発生または損害の程度に影響をおよぼさなかった範
囲においての染会社は責任を負うという規定によって代位される。
（不作為による告知）
会社の責任に影響をおよぼさない。ただし，第７条不作為による告知は， 保険契約
者が告知しなかった状況が会社にとって重要なものであることを当然に知っておら
なければならないとき， またはその行為が重大な過失と糸なされるべきものであっ
たときは，このかぎりでない。この場合においては， 保険契約者は，虚偽の告知に
対してその責に任ずるものとする（６条参照)。
(会社の知と危険引受の範囲の通知）
会社が第５条から前条までの規定による事情の存在を主張しよう第８条 とするに
召いて，ま
帯なく，そ
保険契約者に対して，いかなる限度において，Iま，不実の告知を知ったときは，
どの規定によって会社は與えられれた権利を主張するかにつき， 遅滞なく，た,
の旨を通知しなければならない。
（会社の知
第９条会社
きたとき
た，その後
い･
･不告知菖剪頁の軽微または重要性の喪失）
会 は，保険契約締結の際，会社が新たな事実を知り，または知ることがで
もしくは会社が知らなかった事実が会社にとって重要なものでなく， ま
に至り重要でなくなったときは，不実の告知を主張することばできな
（不利益変更禁止）
第10条第５条および第７条から前条までの規定と異る合意は，会社においてこれを
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援用することはできない。
２保険契約者でない者によってなされた告知が不正確であることが判明したとき，
または会社が特約によりその支払を免れようとするときは，当該特約は，告知が保
険契約者によってなされたよりも重大な効力を奥えることはない。会社が保険証券
において保険契約者またはその他の者から情報をえないで事実に関する記載をした
うえ支払責任の全部または－部につき免がれる旨を定めた場合， 当該記載が事実に
反したときも，同様とする。
第３節会社の責任開始期
（責任開始期）
第11条 保険契約の締結に際し会社の責任開始期に関して合意がなされていない場合
においては，会社の責任は，会社または保険契約者が相手方の申込を受領した旨の
通知を発した時に開始したものと糸なす。
２前項の表示は，別段の証明がないときは，午後６時に発せられたものと承なす。
第４節保険料
〔保険料の支払時期）
第１回保険料は，その支払期日について別段の合意がないときは，第12条 保険契約
の締結と同時に支払うべきものとする。
保険料が２回または数回にわたって継続的に払い込まれ， または保険契約が保険
､保険料は，各期間の
庁酌
その後の保険料は，約款または第８4条の規定によって延長されるときは，
最初の日に支払うべきものとする。
〔保険料滞納の効果）
第１回保険料が支払期日に支払われないときは，第13条会社は， 通告後３日内に支
当該契約を全部無効とする旨の通知を発することができ払われない場合にかぎり，
ろ。
会社が第２回以後の保険料の支払を請求した後， 保険契約者が１週間内にこれを２
払い込まないときは，前項の規定を適用する。第２回以後の保険料の支払請求は，
契約延長の期日から１週間前より早くすることはできない。
(保険料滞納の効果）
第14条
は，
第１回保険料が会社の請求にもかかわらず支払われないときは，会社の責襯任
消滅するものとする。ただし，その支払請求は，保険の責任開始期から１週間
前にすることはできない。この規定は，
払われない場合にこれを適用する。たブ
リも早くすることはできない。
第２回以後の保険料が請求後１週間内に支
ただし，その請求は，消滅の期日の１週間前よ
１５２
２第１回保険料の支払がなさｵL， または保険証券が交付されるまでは， 会社の責任
}ま開始しない旨の特約は，これを無効とする。
３保険契約者は，保険契約が完全に取り消されないかぎり，保険料を支払い，保険
科支払の期日から会社の責任を回復することができる。
(保険料の支払につき裁判上の強制手段をとらない場合の効果一契約の消滅）
保険料の支払が請求されてから３ケ月を経過しても， なお支払われない場合第15条
会社が保険料の支払について裁判上の強制手続をとらないきとは， 当該において，
保険契約は，別段の通告がなくても， 当然に消滅する。この場合において，会社の
責任は，当該法定手続がとられた時から復活するものとする。当該法定手続が会社
によって取り下げられ，またはまだ払い込まれていない保険料の全額が法定手続に
よって取得されないときは，会社の支払義務は， 再び停止するものとし，本条に規
定する期間は，中断されないものとする。
(保険契約が消滅した場合における経過保険料の帰属）
第16条会社は, この法律の定めるところにより保険期間が満了する前に保険契約が
または前条の規定により保険契約が消滅したときは，取り消された旨を通告するか，
当該通告または消滅の日の属する保険料期日までの保険料を請求するこ とができ
る。
２会社は， 保険契約が前項に掲げる以外の理由によって消滅したときは，消滅する
までの期間に相当する保険料を請求する権利を有する。
(保険料の支払を怠った場合における特別の効果）
保険料が支払期日に支払われない場合において，第17条 保険契約者または被保険者
に対して，第13条から前条までに規定する以上の厳しい効力を附與する旨の特約は，
法律上の効力になんらの影響をおよぼさないものとする。第13条第２項および第３
項ならびに前条の規定は，生命保険には，これを適用しない。
故意または過失による保険事故の招致第５節
(故意・過失による保険事故の招致）
第18条被保険者（保険契約者） が故意に保険事故を招致したときは，会社に対して
保険金を請求することはできない。
２被保険者（保険契約者） が周囲の状況により重大な過失と推定される過失Iこよっ
て保険事故を招致したときは，総体的に有罪の程度および周囲の状況により損害を
またはこれを填補するとすればいかなる程度の損害額を填補填補すべきかどうか，
すべきかについて，（これを決定すべきである。ただし，生命保険および他人のため
にする保険においては，会社は，
（支払免責の特例）
無条件にその支払の責に任ずべきものとする。
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第19条会社の支払義務の消滅または制限に関する前条の規定は，被保険者が14歳以
下のとき，または精神異常，神経衰弱もしくは１時的精神錯乱その他の事由によっ
て正常な行動をすることができないときは， これを適用しない。
２保険事故が，正常と推定される状況のもとに』 人または財産を保護するために招
致されたときは，前項の規定を適用する。
(軽過失による保険事故の招致）
第20条保険事故が重大な過失によらないで招致された場合において会社が支払義務
を免れる旨の特約は，これを無効とする。
２保険事故が被保険者の酩酊中に招致された場合において会社が支払義務を免れる
または保険事故が被保険者の重大な過失と染とめることができ旨の特約がなされ，
ない過失によって招致されたとき， 会社は， その損害填補を５パーセントまで引き
下げることができる旨の特約は， これを有効とする。
保険事故が発生した場合における被保険者の義務第６節
(通知義務）
第21条被保険者は，保険事故が発生した場合において，保険金の支払を会社に請求
保険事故発生の旨を会社に通知しなければならない。しようとするときは，
被保険者が前項の通知をしなかった場合においては， 会社は，当該通知があった２
当該通知の怠慢により会社が支払義務を免ときよりも広い範囲の責任を負わない。
れ，または当該支払義務を制限することができる状況の存在を立証することができ
なかったと推定される場合においては，会社は，周囲の状況を適当に考慮のうえ，
損害填補をすべきかどうか，これを填補するとすればどの額においてずべきかどう
これを決定しなければならない。かについて，
会社が結果に対して責任を負うべき保険事故が発生したとすれば， たとい，その３
被保険者に2おいてその旨を会社に通知すべき旨を結果がまだ発生しないとしても,
約した場合においては，前２項の規定を適用する。
４被保険者またはその他の者が会社に対する前項の通知を怠った場合において，本
条に規定している以上の厳しい法律効果を生ぜしめる旨の特約は，これを無効とす
る。ただし，盗難保険，保証保険，糧害保険，家畜保険，自動車保険および災害保
険にあっては，このかぎりでない。
(証拠資料の提出義務）
第22条被保険者は，会社に対し保険金を請求しようとするときは，会社によって支
払われる金額を決定するため，会社が他人に対して回復権を主張するため，または
保険事故の性質を調査するため必要なすべての資料であって被保険者が有するもの
これをもれなく会社に提出しなければならない。Iま，
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２被保険者が前項の通知をしないときは，前条第２項の規定を準用する。
(詐欺による証拠資料の黙秘・隠蔽と保険者の責任）
第23条会社が危険責任を引き受けるために必要とする評価事情につき被保険者が不
被保険者の保険金支払請求権を喪失実の告知をし，または告げない場合において，
裁判所において，詐欺が行われた事情を適させる旨の特約がなされているときは，
当該特約にかかわらず，保険金の全額または－部につき， これを当に考慮のうえ，
支払うべき旨を判決することができる。
２不実の告知または不告知が，詐欺の意図をもって行われなかったときは，いかな
る反対特約にもかかわらず，第21条第２項に規定された効力以上の効力を有しない。
第７節
（支払義務）
第24条保険金は，
会社の支払義務
会社が保険事故の評価および保険金額の決定につき必要とする資
料を入手した時から14日を経過する前に支払わなければならない。この場合におい
て，保険金額の決定につき最終的に清算が行われる前においても当該請求額の一部
につきこれを支払ってもさしつかえないものと設とめられるときは， 当該部分の支
払についても，同様とする。
２会社は，当然支払うべき金額につき，当該支払期日から銀行利子よりも年１分低
い利率による利息を支払わなければならない。
支払期日を会社によって一方的に決定する旨または裁判により支払が決定した時３
法律的拘束力を有しないものとする。に支払う旨の特約は，
第８節第三者に対する会社の代位権
(第三者に対する会社の代位権）
保険事故が何人かの行為によって生じた場合において，会社が被保険者に対第25条
被保険者に支払った損害填補額を限度としして保険金を支払ったときは，会社ば，
被保険者が当該損害賠償義務者に対して有する権利を代位取得する。 第三者がて，
重大な過失と染とめられない過失によって損害を発生せしめた賠償責任または第三
者の責任に関しmroelslandsに適用される1683年デンマーク法令集第３巻第19章第
2条および1683年ノルウェー法令集第３巻第21章第２条により排他的に規定されて
いる場合において，当該損害の発生につき原因を輿えた第三者の賠償責任は，当該
損害の状況に応じて消滅し，または制限されるものとする。
２会社は，生命保険，傷害保険および疾病保険においては，保険事故の発生につき
原因を與えた者に対し，なんらの権利を有しない。これらの保険種類において，被
保険者が会社または損害を発生せしめた者から補償を受けたとしても，会社または
損害を発生せしめた者に対するその請求権に影響をおよぼさないものとする。ただ
デンマーク保険契約法（青谷和夫）】法（青谷和夫）１５５
前項の規定は，傷し，その支払が純然たる賠償の性質を有するものであるときは，
害保険および疾病保険について，これを適用する。
３会社は， 前２項に規定する範囲をこえて，第三者に対する被保険者の請求権に代
位する旨の特約をすることはできない。
会社または保険契約者の破産の場合における法的効力第９節
(保険者の破産の場合における契約の消滅）
第26条会社が破産を理由として裁判所によって解散を命ぜられたときは，保険契約
者は， 当該保険契約を消滅させることができる。 保険契約者が保険契約を消滅させ
当該保険契約は，会社の清算結了を通告した後三カ月をなかった場合においても，
経過することによって無効となる。
２執行手続において，会社の負債の支払が不可能であるとき，もしくは会社が支払
停止をしたとき，または会社がその支払義務を履行することを不可能とする事情が
その他の方法によって証明されたときは， 保険契約者は，保険契約者の請求により
会社がその負債を弁済するに足りる適当な保詐シ直ちに提出しなかった場合にかぎ
り，当該保険契約を消滅させることができる。
保険契約が前項の規定によって消滅したときは，保険契約者は，当該保険契約の３
継続不能によってこうむった損害の賠償を請求することができる。
1914年４月１日法律第65号第25条から第31条までに規定された生４本条の規定は，
命保険契約には， (1922年６月30日告示第299号参照)。これを適用しない
(保険者の国内における営業権剥奪等の場合における契約解除の効果）
第27条 保険契約者は，会社が国内において保険事業を営む権利を剥奪されたときは，
保険契約を消滅させることができる。会社が他の会社と合併し， またはその財産の
全部を他の会社に移転したときも， 同様とする。
２会社がその意思に基づいて清算にはいったときは，保険契約は，清算事務が開始
された時から１年を経過することによって消滅する。会社が保険契約者の請求によ
りその支払義務を完全に遂行するに十分な保証を遅滞なく提供しなかったときは，
保険契約者は，前段の期間が満了する前に当該保険契約を消滅させること ができ
る。
前条第３項および第４項の規定は，前２項の場合にこれを準用する。３
(保険契約者の破産の場合における契約の効果）
または保険契約者の遺産に関し破産手続と保険契約者が破産の宣告を受け，第28条
は別に強制和議の手続が開始されたときは，当該事実は， その他の点において合意
一般的法律規定によって命令される範囲をこえて当該保険契が成立したとしても，
約に影響をおよぼさないものとする。
１５６
２会社は，損害保険lこ関しては, 14日前の予告により当該契約を消滅させることが
できる権利を特約することができる.
第10節請求権行使の制限
（請求権行使の制限）
第29条保険契約に基づく請求権は, もしくは当請求権者がその権利の存在を知り，
または当該権利が該権利が既に支払期にあることを知った後２年を経過したとき，
その他の点にこれを行使することはできない。発生した後５年を経過したときは，
1908年12月22日法律第274号第１条から第３条までの規定を適用する。ついては，
(保険金の支払請求時期に関する制限）
被保険者が前条に規定する期間より短い期間内に保険金の支払を請求しなけ第30条
会社が文書によれぱ被保険者が当該請求をすることができない旨を定めた特約は，
る６カ月前の予告により当該支払を請求することができる期間につき， かつ，その
ぼ。これに期間を守らないことによる結果の甘受につき，
よることはできない。
その旨の通告をしなければ，
２保険事故の発生に基づく請求権が特定の期間内に行使されなかった場合において，
会社がその支払義務を免れる旨の合意は，当該支払請求の原因である事情を知った
後３カ月を経過する前に当該支払を請求した者に対しては， その効力を有しない。
第11節保険の継続に関する合意
(保険契約の更新）
第31条保険契約を継続しない旨の通告がないときは１年以上の期間更新されたもの
と糸なす旨の合意は，通告期間の満了前３カ月内に，かつ，小<とも１カ月前にな
んらの通告がない場合においては，会社は，当該契約の更新をする旨の通告を保険Iま，当該
契約者に対してしたければ，これを援用することはできない。
第11節仲裁手続の合意その他
(仲裁手続の合意）
第32条 被保険者または保険契約者が契約の内容などにつき会社との交渉協議をする
にあたり第三者の協力を求めない旨の合意については， その法的効力をみとめない。
被保険者または保険契約者が前項の交渉協議に出席しなければならない旨を定め２
た合意は， 当該合意を守ることがきわめて不便であるか， またはいちじるしく経費
を要するときは，その効力を承とめない。
将来の紛争の解決について裁判所による決定を除外すべき旨を定めた合意は，当３
該事項を裁定する機関の組織および手続を定めた規定が被保険者に不満足なもので
あると認められる場合にかぎり，裁判所は，当該合意の効力を否定することができ
る。
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１５７
第13節通知
(通知）
当該通知が保険契約者ま保険契約者または被保険者に対する会社の通知は，第33条
たは被保険者によって受領されるまでは，その効力を生じない。ただし，当該通知
が到達せず，または相当期間内に到達しなかった事実が，保険契約者または被保険
もしくはその他の行為に原因する場合にお者において転居の通知をしたかったか，
通常の状態においてそれが相手方に到達した日の翌日からそいては，当該通知は，
の効力を生じるものとする。 被保険者が第21条および第４6条または第６7条に規定す
る通知を電報または郵便によって発送手続をし，またはこれをその他の安全な輸送
方法によって発送手続をしたときは，当該通知の遅延または不着は，被保険者の不
利益とはならない。
第14節不利益変更特約の効力
（不利益変更特約の禁止）
第34条この法律の規定と異なる特約が，個々の場合において，明らかに不公正な結
当該特約による手続が公正な保険の慣行と両立する場合にかぎ
これを無効とする。
果を招くときは，
皿当該特約は，
第２章損害保険
第１節総則
第１款損害保険の目的
(損害保険の目的）
第35条 金銭に見積ることができるすべての利益は， これを損害保険の目的とするこ
とができる。損害保険は，保険契約者または第三者の利益を保護するためにこれを
締結することができる。
第２款保険に付することができる価格
(保険価格）
第36条 財産について特に利益を指定しないで保険が付された場合においては， 保険
事故の発生によって減額されず， その目的物自体の価格における利益を填補するも
のと承なされる。ただし，この保険は,
利益をふくまない。この場合において，
その目的物を保護するために附随する他の
会社は，間接的な損失またはその目的物が
予想された時期ならびに方法において使用されえなかった事実による損失に対して
Iま，その責に任じない。
（保険価格の評価）
第37条財産の価格は， 第38条および第７5条に特定された場合を除いて，滅失または
損害をこうむった目的物を回復するに必要とする価格を保険事故の発生する直前に
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おける時価をもって評価し，かつ，年数，使用，矛Ⅱ用価値の減損またはその他の事
情による減損に対し正当な減額をする。
これらの物件の被保険者における家具および個人の調度品等に対しては， 常に，２
年数および使用による利用価値がこれによって実質的に減小したかぎりにおいて，
減損にかぎりこれを減額する。
減額は，さ滅失または損傷した建築物が再建または修復された場合においては，３
らに新旧物件の差額についての承行うものとする。
(販売するために生産した物件に対する補償）
被保険者が販売するために生産した物件に対する補償は，保険事故の発生す第38条
る直前における通常の条件における取引をもって売却されるべき価額を基礎として
免れた販売危険および現金支払の利益を考慮のう決定し，かつ，通常の販売経費，
えこれを減額する。
（賠償範囲）
そのこうむった損害を償うに要第39条会社は， 他のいかなる契約にもかかわらず，
する額をこえて高額の補償を支払う義務を負わない。
２保険契約において，保険物件が特定の金額に評価されるべき旨を定めていると
き，または特殊評価協定が約定されているときは，会社が損害額以上の補償を支払
うことを証明しないかぎり，会社は，当該特約に対して義務を負ものとする。
第３款一部保険
(－部保険）
第40条会社は， 保険金額が保険の目的物の価格よりも低いときは，保険金額の当該
価格に対する割合においての染義務を負う。
第４款重複保険
(重複保険）
第41条 同一の利益が同一の危険に対して２個またはそれ以上の会社によって保険ざ
れたときは，各会社は， それぞれ単独に保険者として，その義務を負う。
(填補金額が填補義務総額より少ない場合）
第42条２個またはそれ以上の会社が，￣つの損害に対して義務を有し，支払うべき
填補金額が会社が義務を負う填補の総額よりも少いときは，当該填補義務は，各会
社が義務を負う金額の割合によって各会社に割り当てられる。
２前項の会社のうちの一つが当該分担額を支払うことができない場合においては，
当該不足額は，同項に規定された範囲内において同項の割合によって他の会社に割
り当てられる。
(重複保険の効果）
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１５９
第43条同一の利益が他の会社の保険に付けられているとき，またはその後に付けら
れたとき，会社の義務の全部または－部についてこれを免れることができる旨の制
限的な定めが保険契約によってなされている場合においても，被保険者は，当該保
険によって填補されない損害に対して填補を請求することができる。 2個またはそ
れ以上の会社が同一の利益に対して保険契約を締結し，その会社のすべてがその同
一の利益に関しては他の保険契約を締結しない旨を当該２個またはそれ以上の会社
の義務的条件としている場合においても，これらの会社は，それぞれ自社が単独の
保険者であったとした場合に有すべきであった金額の割合に応じて義務を負う。こ
れらの会社の一つが当該分担額を支払うことができない場合においては， 当該不足
額は，この項に定める割合により他の会社に割り当てられる。
２前項の規定は，特約によ り義務の糸でなく保険料に対する権利についても他の保
険契約を締結しない旨を条件としている場合には, これを適用しない。
会社は，被保険者において被保険利益の危険の一部につきこれを負担すること，３
および当該被保険者が第36条に規定する以外のいかなる利益についてもこれを他の
保険に付けないことをその義務の条件とすることができる。
（通知義務）
第44条被保険者は， 他の会社と契約を締結していることについて被保険者が填補を
請求する会社に対しその旨の通知をすべき義務を負う場合において， 当該通知を怠
ったために生じた損害に対してその責に任ずるものとする。
保険契約者または被保険同一の利益が他の保険に付けられている場合において，２
者が保険事故が発生する前にその旨を会社に通知すべきことを約定していると き
Iま，他の反対の特約にかかわらず，当該通知の不履行は，前項に定められた以外の
効力を有しない。
第５款危険の増加
（危険の増加）
保険契約において明示された危険が被保険者の意思によって変更され当該危第45条
険が契約締結当時会社によって考慮された危険をこえる場合において， 当該変更に
よって生じた状態が契約締結の当時存在していたとすれば会社が当該保険の引受を
拒絶したと承とめられるときは，会社は，その義務を免れることができる。
２会社は，他の条件によれば保険契約を締結したと承とめられる場合においては，
当該危険の増加が通知されたとすれば約定の保険料によって保険契約を継続したと
糸とめられる方法のもとにおいて義務を負う。 会社が再保険によってその純保留額
填補額は，当該縮小の割合に応じをさらに縮小することができた場合においては，
て減額すべきものとする。
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前項の規定は，海上保険およびその他の運送保険ならびに保証保険に関しては，３
会社は危険の増加が保険事故の発生および損害の額に影響がなかった範囲において
の糸義務を負うべきである旨読承替えるものとする。
（通知義務）
第46条被保険者が， その意思によらないで発生した危険の増加を知った後正当の理
由がなくて会社に対する通知を怠った場合においては， 当該変更は，被保険者の意
思によってなされたものと染なす。
(保険者の解約）
第47条会社は， 第45条に定められた程度の危険の増加が発生した場合において， 当
該危険の増加が被保険者の意思によるものであるかどうかにかかわらず， 1週間前
の予告の終了をもって当該契約を解約することができる。
(会社が危険の増加を知った場合の措置）
第48条会社は，
ては，当該危lＳ
発生した危険の増加に対して特別の措置を採ろうとする場合におい
当該危険の増加を知った後， 被保険者に対して第45条から前条までの規定に
よって権利を設定する意思があるかどうかにつき，遅滞なく， その旨の通知をしな
ければならない。
（危険増加の消滅）
第49条会社は，危険の増加がなくなったとき，または当該危険の増加が会社にとつ
て重要でなくなったときは，その義務を免れるため当該危険の増加につき抗弁する
ことはできない。
危険の増加が正当な義務として人または財産に対する危険を防止するために行わ２
れた行為によって生じた場合においては，前項の規定を適用する。
（不利祷恋軍禁止）
第50条会社は」 危険の増加が第45条から前条までに規定する以上に， またはこれよ
りも広い範囲にまで法的効力を有する旨定められた合意に対して抗弁することばで
きない。ただし，第45条第２項の規定は，同条第３項の規定に代えて，またはその
反対にこれを適用することができる旨合意することはさしつかえない。
第三者の利益を目的とする保険において，保険契約者の意思によって生じた危険２
の増加は，当該被保険財産が保険契約者に信託され，または委任されたものである
ときは，被保険者によって発生したものと同様の効果が生じる。間接的損害に対す
る保険についても，同様とする。
第６款予防措置
（予防措置）
第51条被保険者は，保険契約において、保険事故の発生する前にその事故の発生を
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１６１
防止するため， またはその損害を軽減するため予防処置をなすべき義務を負い、 力、
っ，被保険者または当該処置を監視する義務を有する者が，当該義務の履行につき
その責に任ずべきものとされているときは，当該事故の発生または程度が当該約定
の不履行によるものでないことが確証された場合にかぎり，
て，会社に対して請求権を有する。
また，その限度におい
会社は，前項の約定の不履行が怠慢に起因しそのため再発を招くにいたったこと２
が立証され， または再発を招くおそれがあるとみとめられる理由があるときは， １
週間の予告をもって当該契約を解約することができる。
３第１項の約定に違反した場合において，同項に定める範囲をこえて会社の義務を
免除する旨の合意は，その法的効力を象とめない。
第７款損害防止槽眉
(損害防止措置）
第52条被保険者は，保険事故の発生またはその急迫の場合においては，できるかぎ
りその損害を防止し，またはこれを抑制する義務があり，会社が損害を填補する義
務を有し，かつ，その損害に関して被保険者が第三者に対して損害賠償を請求する
権利を有する場合においては， 会社が回復権を確保するため会社が自己の利益を擁
護することができるにいたるまで当時の事情において必要とする措置をとる義務が
ある。
２会社は，被保険者が故意または重大な過失によって前項の義務を怠った場合にお
いては，これによって生じたものと考えられる損害に対しては，填補の責を負わな
い。被保険者または第三者が当該措置をとらなかった場合においてこの項に規定さ
れているところよりも厳しい効力をおよぼすべき旨を約定したとしても， 当該約定
その法的効力を有しないものとする。Iま，
（損害防止の費用）
第53条保険は，被保険者が前条に規定する状態のもとに正当と糸とめられる処置を
とることによってこうむった損害または経費をふくむものとする。 第40条の規定
必要な修正を加えたうえでこれを適用する。Iま，
２会社は，前項の規定によって保険金額が超過する場合においても， 特別費用を填
補する義務を有する。
３前２項の規定は，家畜保険には，これを適用しない。
第８款他人のためにする保険
〔他人のためにする保険）
第54条財産に対する保険契約が特定の利益をなんら明記しないで締結された場合に
おいては，この保険は，当該物件の所有権者，抵当権者またはその他の権利の所有
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権者としての資格において， または当該物件の危険の負担者として，当該物件の減
額または滅失によって損害を受けるべき者のために締結されたものと承なされる。
ただし，この規定は，海運留置権については，当該留置権が担保物権の所有者に対
する個人的権利に随伴するものでないかぎり，これを適用されない。
所有者の変更によって契約が解約される旨を定めている場合においては， 保険契【地
約者が締結したいかなる契約によっても補償を請求する権利を有しない限度におい
て，所有者が変更した後なお引き続き14日間（家畜保険においては３日間） その効
力を有する。ただし，この規定は，船舶に関する海上保険には，これを適用しない。
（動産保険）
家具を保険に付した場合において， 契約締結当時の事情によって反対の推定第55条
がなされないかぎり，保険契約者の妻または夫， 保険契約者と同居する子および保
険契約者の個人的使用人が所有する家具をもふくむものと糸なす。
(他人のためにする契約における保険契約者と他人の地位）
第56条保険が他人のために締結され，または法律の定めるところにより他人の利益
にも効力を有する場合においては，当該保険契約者と他人との間における法的関係
をさまたげないかぎり，保険契約者は, その他人との関係において，おいて，変更，解約主
かつ，当該保険契約にたは通知による契約の解約に関する決定をする権利を有し，
関する解約の通告その他の通知を有効に受け取ることができる。
保険契約者が権限がなく前項の処置を行った場合においても， 会社が当該保険契２
約者に当該処置を行う権限がないことを知り，または知るべきであった場合を除き，
保険契約者は，当該処置に対して義務を負うべきものとする。この規定は，海上保
保険契約者が保険証券を必要とされる裏書の険またはその他の運送保険において，
ために提出し， または船荷証券または積荷証券で荷主がこれらの証券の占有を失っ
た後において貨物の処分から除外されるような種類のものが発行されていないこと
を証明する場合に，かぎり，
（他人の利益享受）
海上保険その他の運送保険にこれを適用する。
第57条 保険事故が発生した場合において保険によって利益を保護されている者は，
その保険について通知を受けなくても填補を受ける権利を有する。
２保険契約者は、特定の者が保険契約者によって指定され，または何人かが会社に
対して保険金受取人である旨を通知し，または被保険者が登記によって保証された
被保険不動産の権利を有しない場合にかぎり， 損害填補に関し会社と有効に交渉
し，かつ，損害填補を受けることができる。
え本条の場合にこれを適用する。
前条第２項の規定は，適当に修正のう
(抵当権者の権利）
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１６３
第58条
は，
所有者と抵当権者の利益を同時に保険に付した場合においては， 填補金額
被保険建造物が再築され，保険および抵当にふくまれた他のIま，損害が復旧され，１
物件が回復されたとぎ
れたとき，所有者に対
または同様の充分な保証が抵当権者の満足するまで与えら
して支払われることができる。物件に対する権利を保有する
他の者の利益をふくめてこれを保険に付した場合においても， この規定を適用す
る。
２修繕， 再築または回復がされなかった場合においては，填補金額は， 前条第２項
に定める原則に従って所有者および当該被保険物件につき権利を有するその他の者
にそれぞれ分割される。
海上保険およびその他の運送保険第２節
第１款海上保険
（海上保険の保険事故）
第59条この法律において海上保険とは，被保険者の利益が海上運送に際して発生す
ることのあるべき危険に対する保険をいう。保険が海上危険のほか運送に関連する
これを総括して海上保険とみなす他の危険をふくむ場合においては， 当該保険は，
屯のとする。
２海上保険は， 停船，入渠中またはその他の碇泊中の船舶に付けられた保険、当該
船舶に積承込まれた貨物に対する保険をもふくむものとする。
（海上保険の危険）
第60条法律または特約によって別段の例外が定められていないかぎり，海上保険
うむるすべての種類の危険をふくむものとする。Iま，被保険者の利益がこ
(船舶の衝突による事故の範囲）
船舶または積荷に対する保険においては，船舶または積荷が他船または固定第61条
もしくは浮流物体との衝突または海運法第323条の規定による衝突に準ずる状態に
よって生じた責任を負担する場合において，会社は，被保険者に対し被保険者が第
三者に負うべき義務に関して賠償をする。一部保険の場合においては，第40条の規
定を適用する。会社は，衝突のため被保険船舶に積糸込まれた貨物におよぼした損
害に関する船舶所有者の義務については，これを填補しない。
(免責事由）
第62条会社は，損耗，船齢，腐蝕等のみによって船舶に生じた損傷または損害，荷
造りの不完全または腐敗，重量の減小，通常の漏損，動物の死亡等固有の原因によ
って貨物に生じた損傷または滅失については，填補の義務を負わない。
会社は，所有者の利益の保険に関しては， 船舶が最後の港を発航するとき航第63条
行に適せず，充分の設備，食糧，船員，船舶備置書類等を有せず，または適当な積
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込をしなかったために生じた損失または損傷に関しては， 船主および船長は，当該
欠陥の存在することを知らず、
力｡、填補の義務を負わない。
または知るべきでなかったと推定される場合のほ
（共同海損における海損の清算）
第64条会社は，共同海損が適当な場所において，かつ，合法的な方法によって清算
されたときは，被保険者の利益におよぼす程度に従い，共同海損の分担に関して填
補の義務を負う。一部保険の場合においては，第40条の規定を適用する。
（共同海損清算の特約）
第65条積荷の契約において， 共同海損が法律で定められた規定と異なる約定によっ
て清算されるべきである旨を定めているときは， 当該約定の実施は，それが貿易に
関する国際慣例によって一般に染とめられたものであるとしても，会社は， その義
務を免除されない。
（共同海損における損害額の填補）
保険に付された物件の滅失または損害に関して，共同海損によって賠償がな第66条
される場合であっても，被保険者は，共同海損の清算を待たないで，当該損害につ
き単独海損の規定により会社に対し賠償を請求する権利を有する。
前項の賠償の支払をした後においては， 他の共同海損加入者に対し，被保険者の２
すべての権利を代行する。一部保険の場合においては，第44条の規定を適用する。
(特約と異なる船舶による運送危険）
第67条運送が保険契約において定められた船舶と異なる船舶によって行われたとき
会社が当該事実を知っていたとすれば保険の引受を拒絶するか， 一層高率の保}ま，
険料を徴収するか，保険約款を修正するか， または危険の一層高い部分についてこ
れを再保険に付したであろうと推定される場合においては， 会社は，義務を免除さ
れる。ただし，当該変更が，被保険者の承諾をえないで行われ，または保険の範囲
内における事故によって必要とされて航行が開始された後に行われた場合において
は，会社は，その義務を負うものとする。このただし書きの場合において，当該変
更が被保険者の承諾をえないで行われたときは，当該事実を知ったとぎ直ちにその
旨を会社に通知しなければならない。当該通知を怠ったときは，
生じた事故に関し義務を免除される。
会社は，その後に
(指定航路変更の場合の責任）
第68条 航行の途中において，契約に定められた航路を変更し， または適当な航路を
離れて航行が行われた場合においては，当該航路外の航行が被保険者の承諾をえな
いで行われたものでないかぎり， 会社の義務は，消滅する。
航路外の航行が保険にふくまれている事故によって必要とされていたとき，２ また
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１６５
はそれが正当と糸とめられる状態のもとにおいて人もしくは財貨に対する危険を防
止するために行われた場合においては， 会社は，義務を免除されない。ただし，で
きるだけ速やかに正当の航路に復しなかった場合においては， 当該状態のもとに生
じた損害に関して会社はその義務を免れる。
前２項の規定により会社が義務を免れた場合においても，会社は， 正当な航路に３
復した後におこった保険事故に対しては，当該航路外航行が損害の発生またはその
程度に関しなんらの結果をも生じなかったときは，その義務を負う。
４船舶が保険にふくまれている航路外の路線を航行したときは，対応する規定が適
用される。
(海難救助による損害）
船舶または船主の所有する積荷が，他の船舶またはその積荷の救難作業中に第69条
損害をうけた場合においては，会社は，任意救助料によって償われると考えられる
損害に関しては，義務を免れる。
２会社は，前項の事由により損害の全部または一部が賠償支払後償われた場合にお
賠償額の中から相当額の払戻を請求する権利を有する。いては，
（賠償の限度）
第70条船舶が，沈没， 坐礁または保険の範囲内の事故によって適当の費用をもって
救助し難い状態となり，または修繕の費用を償えない程度の損傷をこうむった場合
においては，被保険者は，全損害に相当する額の賠償をうける権利を有する。
前項の規定は，貨物が保険にふくまれているなんらかの事故によって同項に定め別
または同項に定める程度の損傷をうけ，る状態におちいり， または妥当な期間内も
し<は妥当な費用をもって航行し帰港することができない場所に収蔵された場合に
ついて，これを適用する。
(消息不明となった船舶に対する損害賠償）
船舶について，その最後の情報が発せられた場所から最も近い目的地までの第71条
航行に要する平均的期間の三倍に相当する期間（少く ても，３カ月以上）なんらの
情報もなく，または船員が船舶を放棄してその後３カ月内に被保険者のもとにあら
われない場合においては，被保険者は，これを全損として賠償をうける権利を有す
る。
２前項の規定は，同項に定められた期間内に積荷および船舶が到着しない場合，
該船舶に積載されている貨物に対して，これを適用する。
当
(出港停止，捕獲停止）
船舶または積荷に対し，外国の軍隊によって航行が禁止され，第72条 または同様の
そのため船舶または積荷がその後６ヵ月内に釈手段によって没収または抑留され，
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放されない場合においては,被保険者は，これを全損として賠償をうける権利がある。
当該請求の根拠となるべき事由を知っ２被保険者は，前項の権利を行使するには，
た後３カ月以内にその旨を会社に通知しなければならない。
（保険者の代位）
第73条会社は，全損に対して賠償を支払った場合においては，賠償した当該物件が
保持する価値に対する被保険者の権利に関してこれに代位する。 この場合におい
被保険者に対し当該物件に関してその所有するすべての書類および書て，会社は，
証の引渡しを請求する権利を有する。
被保険価格に対する保険金額の割合lこよっ２－部保険の場合においては，会社は，
て保持された価格の分与を請求する権利を有する。
(数回海損をうけた場合と超過保険）
賠償総額が保険金額を超過保険期間中に滅失または損害が２回以上発生し，第74条
しても，会社は，当該損害を賠償しなければならない。
会社が被保険者に対しこの権利を行使する旨の通２損害が発生した場合において，
知をした後に生じた事故については，会社は， 全保険金額と既に支払った費用を弁
償して，すべての責任を免れることができる。 この場合においては，前条の規定
Ｉま，これを適用しない。
（船舶の保険価格）
第75条船舶の保険価格は，
２保険契約の締結の当時』
会社の義務開始の時における当該船舶の価格とする。
船舶の価格がある協定金額において定められているとき
当該協定金額が保険価格として妥当であると糸とめられる(評価済保険証券）は，
金額を超過することが立証される場合を除き， 会社は，当該評価に対して義務を負
うものとする。
３被保険物件の価格は， その後の価格の変動にかかわらず， 輸送開始の直前に，甲
板渡し，鉄道渡し，またはその他の運送方法で引渡された同種類の貨物が，出航の
場所において支払われた価額と当該支払額の１割に相当する額と普通保険料率等に
運賃を加えた額との合計額とするものとする。ただし
かどうかにかかわらず支払われるものとする。
後者は，運送が完了された
(船舶の航海中における契約の解除）
第76条保険契約の定めるところにより， または保険料不払以外の事由による解約の
通知によって船舶の航行中に保険契約の効力が消滅した場合においても， 当該契約
'よ，当該船舶が最初の目的地に到着した日の終までは満期とならない。 これによ-つ
て保険契約が延長されたとすれば， 会社は， 当該延長に対して保険料を請求するこ
とができる。
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１６７
第２款その他の運送保険
(海上保険以外の運送保険）
第77条法令または約款による特別の場合を除き，海上保険以外の運送保険について
は，貨物運送中に被保険者の利益に対しておこるすべての危険をふくむものとする。
〔準用規定）
第68条および第７2条から第75条までの規定は，適当の修正第78条第62条，：
を加えたうえで，
第３節
第67条，
これをその他の運送保険の場合に適用する。
火災保険
（火災保険の事故）
第79条火災保険においては， 保険に付された物件が火災によって損害を生じたとき
当該物件が焼失しない場合であっても， これを填補する。ただし，火災の発生Iま，
と黙なすことができない火によって生じた滅失または損害については，保険から除
かれる。
（免責事由）
煽製等によって故意に加熱され，そのため当
これによって生じた滅失または損害に対して
第80条物件が煮沸，火熨かけ，乾燥，
該物件が燃焼したとしても，会社は，
Iま，これを填補する義務を負わない。
(落雷，爆発による損害）
落雷によって生じた滅失または損害については， 別段の特約がないかぎり，第81条
火災が発生しなくても火災によると同様の義務を負う。会社は，
会社が火災によらない爆発による滅失または損害について義務を負担した場合に２
火災保険に関する規定を適用する。おいては，
(火災損害と承なされる事故）
または火災から避難す被保険物件が火災の間に盗難その他のために亡失し，第82条
るため搬出する際に損傷をうけた場合においては，これらの損害は．火災によって
こうむったものと率なされる。火災を防止し，または軽減するために当該犠牲が正
当と染とめられる状態のもとにおいて被保険物件が破壊または段損された場合にお
火災が保険にふくまれた物件に危険をおよぼさない場合いても，本条を適用する。
においても，同様とする。
(被保険物の場所の変更）
第83条火災が発生したとき被保険物件が保険契約を締結した際に記載された場所で
損害の発生した場所が保険契約を締結ない位置に変更されていた場合においては，
会社は保険契約の締結を拒絶したか， －層高
または
した場所と指定されていたとすれば，
その他の条件を課すべきであったか，率の保険料を徴収すべきであったか，
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危険の高い部分についてこれを再保険に付すべきであったかについての推定がない
かぎり，会社は，その義務を負う。
２家財の保険に関しては，会社は， 保険証券に記載された場所以外のデンマークの
領土内に一時的に保管されている間におこった火災による滅失または損害について
は，そのために危険が増大したとしても，保険金額の100分の15に相当する額まで
義務を負う。ただし，その金額は，3,000クローネをこえることはできない。
(契約の延長）
第84条 保険契約が１年の期間で締結された場合において， これと異なる特約がなさ
保険期間の終了する１週間前に保険契約者または会社れたと考えられないときは』
が当該契約を終了する旨の通知をしないかぎり， 当該契約は，１年延長されたしの
と承なされる。
（準用規定）
第85条第18条および第１9条の規定は， 保険事故が被保険者と同居する妻または夫の
行為によって生じた場合につき， これを準用する。
(保険者の代位）
被保険不動産が担保に付されている場合において，第 4条，第６条および第第86条
50条第２項の規定により，所有者に対する会社の義務が消滅したとしても，担保権
者は，担保物件または担保を提供した者のその他の財産をもって満足することがで
きないときは， 当然に支払われるべきであった損害賠償を請求することができる。
会社は， 担保権者に支払った填補額の限度において担保を提供した者に対して担保
権者の権利を代位する。
保険契約が被保険物件によって保証される他の利益をもふくんでいる場合において２
Iま，前項の規定を準用する。
（不動産保険）
不動産に関する保険契約が特約によって無効となり，または保険金額が減額
または保険料不払のため，もしくは所有権者変更のため会社の義務が消滅し
第87条
され，
た場合において，これらの事実は， これについて会社から通知をうけた後14日間は
担保権者に対してその法的効力を生じない。
２第51条第１項の規定は， 担保権者に義務不履行の責任がある場合にかぎり担保権
者に対してこれを適用することができる。
建物の火災保険に関する特別法およびその附属命令の定めるところにより，３ 抵当
権者および財産によって保証された権利を所有する他人を保護するための規定は，
なお，その効力を有する。
前３項の規定は，保険契約が附属物をふくむ場合においては， 1926年３月31日の４
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１６９
土地所有法第37条および第３8条に取り扱われた不動産の附属物件についても， これ
を適用する。
〔準用規定）
第88条 会社は，第86条および前条に定められた担保権者の保護のために定められた
規定に抵触する約款を定めることはできない。
第４節家畜保険
（家畜保険の保険事故）
第89条保険契約において定められ,かつ,
保険期間満了後１カ月以内に死亡し，左７
保険期間中に生じた事故によって動物が
または屠殺された場合においては， 会社は，
当該死亡事故が保険契約の有効期間中に生じたときと同様の義務を負う。
(保険価格）
動物が疾病または事故のため死亡し， もしくは屠殺された場合においては，第90条
その損害填補額は， 当該動物の疾病または事故が生じなかったとすれば， 死亡の直
前に有すべきであった価格に応じて計算される。
第５節責任保険
(責任保険の保険事故）
不法行為の結果として第三者に対して生じる責任について保険が付けられて第91条
保険事故が保険期間中に生じたとすれば，その損害がいる場合において，会社は，
後にいたるまで生じなかったとしても， 賠償の義務を負う。
(責任保険の範囲）
第92条第三者によっておこされるすべての請求に対し被保険者を弁護するために生
じた費用は、当時の事情から染て被保険者が負担した費用が正当と糸とめられる場
合にかぎり，保険にふくまれる。
被保険者が，裁判所によって損害額に対する利息を支払う義務があると桑とめら２
前項の規定は，必要な訂正を加えたうえで， 適用される。
会社は，当該保
は，保険金額が
れた場合においては，
契約において特別の保険金額が明記されている場合においても，３
険金額をこえる前項の利息を支払うべきものとする。ただし， 会社は，
支払われた損害の賠償額に達しないときは， 会社が支払うべき損害額に相当する部
分の利息についての承義務を負う。
(責任保険に対する強制執行）
第93条保険にふくまれた義務から生じた請求を満足させるため裁判所の執行が課せ
られた場合においては，会社は，執行の免除のために必要な担保を保除金額の限度
注で提出しなければならない。
〔損害賠償額の填補）
１７０
第94覺自 被保険者が会社の承諾をえないで賠償を支払い， またはその請求を承認した
場合において，会社がその義務を免れるべき旨の特約をしているときは, 当該特約
|ま，被保険者がその賠償を支払い， またはその請求を承認したことが， 単に被保険
者の法的義務を果したものと裁定される限度において』 無効となる。
(被害者に対する賠償額の填補）
第95条被保険者の第三者に対する義務が確認され，かつ，損害額が見積られた場合
において，第三者は，当該請求に対して満足をえないときは，被保険者の会社に対
する権利に代位する。
二人以上の第三者が保険事故の発生によって填補の権利を取得し，当該会社に通２
知した請求総額が会社が支払うべき金額をこえる場合においては， 別段の協定がた
いかぎり，第三者は， その割合によって支払をうける。
(被保険者に対する賠償額填補の除外）
第96条会社が保険事故の発生を承とめた場合において， 会社は，被保険者と交渉の
うえ，
れる。
前条に定められた第三者の権利の減額または喪失を決定することから除外さ
第３章生命保険
第１節総則
〔生命保険の保険事故）
第97条生命保険は，保険契約者または第三者の生死に関するものとする。
(継続保険料の払込と保険の継続）
第98条 保険料が２回以上にわたって払い込まれる場合において， 保険契約者は，将
来の保険料の払込を通じて現在の保険契約を継続する義務はない。
(危険の増加）
第99条会社が危険の増加にあたりその支払義務を制限しようとするときは，当該危
険の特別な増加およびその結果につきこれを契約書において明白に表示しなければ
ならない。
〔自殺条項）
第100条被保険者が保険契約の締結後２年を経過する前に自殺したときは，自殺の
意思がなくして保険葵約が締結され，または復活がなされたこと，および当該自殺
行為が保険契約の存在とは関係なく行われたことが明らかに確認されないかぎり，
会社は，支払義務を免がれるものとする。
（支払免責の場合における解約返戻金の返還）
この法律または保険約款により会社が支払義務を免除されている場合にお第101条
いても，解約または保険料払済保険証券への変更に関し，現に有効な法律または
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１７１
保険約款の条項は，その適用があるものとする。
第２節資金保険
（保険金受取人の指定）
第102条保険契約者は， 保険契約の効力が発生した時またはその後において他人を
保険金受取人に指定することができる。 この場合においては，保険金は，直接その
他人に支払われるものとする。
前項の指定を取り消すことができる。２保険契約者は， ただし，保険契約者がこの
権利を放棄したときは，このかぎりでない。保険契約者が保険金受取人の指定を取
り消す権利は，その相続人またはその死亡財団には継承されない。
（保険金受取人指定の効果）
第103条 保険金受取人の指定およびその指定の取消は，会社に対し書面をもってそ
または会社によって契約書に書き込まれ，の旨を通知したとき，
た場合にかぎり，こ』Ｉ
もしくは裏書され
これを有効と糸なす。
(無指定の場合における保険金受取人）
第104条保険契約者（被保険者）の死亡によって保険金が支払われるべきもの
れている場合において，保険金受取人が指定されていないときは，保険金は，
とざ
保険
契約者の遺産に属するものとする。
保険契約者が法定相続人または法律上の最近親者以外の者を保険金受取人と指定２
所得の資格のある子または養子もしくはその子した場合において，妻または夫，
(すなわち孫）を道したときは，
るかぎり，保険金は，遺産の一モ
これらの者の法律による分配に対する資格に関す
遺産の一部と染なし， 遺言によって保険金受取人に移された
屯のとする。ただし，保険契約者が保険金受取人の指定の撤回の権利を放棄したと
きは，このかぎりでない。
３第102条に規定する保険金受取人に対し，保険金を支払うに先立ち，ある者が結
検証済遺言書の抄本またはこれに類似する書類によって前項に掲げる保婚証明書,
険契約者 (被保険者） の遺族である旨を会社に対し明白に立証し， またはこの資格
において該当支払に対し異議をのべた場合においては，保険金受取人と当該遺族と
の間における示談または判決により保険金を受け取るべき資格のある者が定められ
ただし，会社は，常に，保ないかぎり，会社は， 保険金を支払うことはできない。
険金の３分の１に相当する額までを保険金受取人に， または保険金受取人が保険契
の葬儀をすべきときは葬儀費用に充てるため適当な金額を同人に約者（被保険者）
支払う権利を有する。
（保険金受取人の解釈，配偶者の指定,子の指定,相続人の指定，最近親族の指定）
第105条保険金受取人の指定に関する条項の解釈上四囲の情況により保険契約者
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(被保険者)， 2項から５項まで同じ｡)の死亡の時に保険金が支払われる場合におい
次項以下の規定を適用する。ただし， 当時の事情により指定がゆるされる場ては，
合は， このかぎりでない。
妻または夫を保険金受取人に指定したときは， 保険契約者がその死亡の時に同棲翅
していた妻または夫を保険金受取人に指定したものと染なす。
保険契約者がその子を保険金受取人として指定したときは，保険契約者の養子お３
よび養子の子をふくめた保険契約者の子を， 分配法によって定められた分に応じて
それぞれ保険金受取人に指定したものと承なす。
保険契約者の相続人を保険金受取人として指定したときは，各相続人は， 保険契４
約者から造言または法律の適用によって定められた割合によりそれぞれ保険金を承
継取得するものとする。
保険契約者がその最近親族を保険金受取人として指定したときは，５ 保険契約者の
妻または夫を保険金受取人に指定したものと承なす。 ただし，妻または夫が生存し
ていない場合には，保険契約者の子を， 両者がともに生存していない場合には， 前
項の規定により保険契約者の相続人を保険金受取人に指定したものと糸なす。
(保険事故発生前の保険金受取人の死亡）
自己の生命につき死亡保険を付した者が一定の者を保険金受取人と第106条 して指
当該指定された者が保険契約者に先立って死亡したときは，定した場合において，
その指定は，その効；その効力を失う。
(保険金受取人の指定は死亡保険の場合にかぎり有効）
第107条 保険契約の定めるところにより保険契約者 (被保険者）の死亡の時または
その者が一定の年齢に達した時のいずれかの場合において保険金を支払うべきもの
とされているときは，保険金受取人の指定は，保険契約者の死亡の時にの糸，その
効力を有するものと染なす。
〔保険金受取人の権利譲渡）
保険金受取人の指定は，保険契約者が解約返戻金を請求し，譲渡し，抵当第108条
に入れ， その他保険契約上の権利を処分する権利を失わしめるものとはならない。
保険契約者が保険金受取人の指定の取消権を放棄した場合においては， あらかじ
限し，没
２
め保険金受取人の承諾をえないときであっても， 保険金受取人の権利を制限し，
収する等保険契約上の権利を処分する権利を放棄したものと象なす。
(保険金受取人の権利譲渡，抵当権等の禁止）
第109条保険金受取人は，
いる場合においても，保
保険金受取人の指定を取り消すことはできないとされて
険事故が発生する前においては，当該請求権を譲渡し，抵
当に入れ，その他の処理をすることはゆるされない。
デンマーク保険契約法（青谷和夫）１７３
(保険契約者の地位の承継）
第110条 保険契約者が保険金受取人でない者の生命につき保険を付した場合におい
保険契約者が保険金支払事由の発生する前に死亡したときは， 保険金受取人は，て，
四囲の情況により反対の推定がなされないかぎり，保険契約者の権利を承継するも
のとする。
（生命保険契約譲受人の地位）
買収その他により生命保険契約を譲受けた者は， 会社に対し保険契約上の第111条
すべての権利を取得するものとする。 保険契約の譲渡にあたっては，保険金受取人
の指定取消の権利が放棄されないかぎり，保険金受取人の指定は，消滅する。
（質入の効力）
第112条保険契約者がその請求権を質入したときは，これによって保険金受取人の
指定は取り消されることはない。 取梢の権利を放棄しない場合において， 保険金受
保険契約者の権利に従うものとする。取人の権利は，
２抵当権者は， 貸付金の弁済期において， 保険契約者が解約返戻金の支払によって
抵当権を償還する旨をあらかじめ２カ月の通告をもって請求した後において，
返戻金に対する請求権を取得するものとする。保険事故が発生した場合には，
当該
保険
金を弁済に充てる旨を請求することができる。
３抵当権は， 抵当権者が弁済を請求する前に生じた利益配当金請求権をふくむもの
と解することはできない。
(保険証券に記載されない約款の効力）
第113条保険契約によ り生じる会社に対する権利に関する法律行為は， 当該権利に
つきこれを保険証券に記載されていないかぎり， これをもって保険証券の所有者主
たは取得者に対し対抗することはできない。当該権利が保険証券に記載されている
ときは，その効力を糸とめない。
（保険約款の改正の効力）
保険金もしくは解約返戻金の支払または現行の契約関係に請ける保険約款第114条
の改正は，権利証書とともに保険証券の所有者との間に前条の法律行為が善意にな
または当該事実が保険証券に裏当該証券が会社に返還されているか，され，かつ，
害されていないかぎり，
とはできない。
これをもって同条に定められた善意の譲受人に対抗するこ
(保険証券の所持人に対する支払の効力）
第115条保険証券が所持人に対して発行され，またはその後にこれを第三者に譲渡
された場合においては，所持人は，その権利を証明しないかぎり，会社に対して保
険金を請求し，またはその他保険に関する権利を行使することはできない。
１７４
２保険金受取人の指定は，
る条項によっては，これ７
保険金は保険証券の所持人に支払われる旨を指定してい
これをすることはできない。
(保険契約者，保険金受取人の会社に対する権利の行使）
第116条 保険契約者または保険金受取人の会社に対する権利は， いずれも，これら
の者の債権者側の訴訟事件とすることはできない（117条)。
２保険契約が譲渡された場合において，譲受人が保険契約者の妻もしくは夫でない
または譲渡が対価を支払わないで行われたものでなければ，とき， 譲受人の権利は，
旨は，第117条にその債権者側の訴訟事件と考えることができる。 この場合においては，
定められた条項は，譲受人が支払った保険料につき，につき，または妻もしくは夫の譲渡に
これを準用する。関して妻もしくは夫が与えた報酬について，
（保険契約者の破産）
第117条保険契約者が破産し， 破産前３年間において支払期における保険契約者の
経済状況に照らし不当に多額の保険料を支払った事実が発見された場合においては，
破産財団は，会社に対し，
ただし，当該超過金額は，
当該超過金額を支払うべき旨を請求することができる。
解約返戻金または解約価格がないときは，保険契約者が
支払保険料によって当該権利を取得した保険料払済契約の資金額から支払われくぎ
るものとする。
破産開始前に保険金が支払われないで期日に達したとき，２ または破産手続進行中
に保険金が支払期に達したときは， 破産財団は， 前項の規定による条件のもとに保
険金の相当部分を財団に支払うべき旨を請求することができる。
３本条の規定は， 保険金受取人が指定されているかどうか， または保険契約者が保
険金受取人の指定変更権を放棄しているかどうかにかかわらず， 適用する。
４保険金受取人が指定について対価を支払ったときは，破産財団からこれが返還を
うけることができる。保険金受取人が保険金の支払をうける場合には，破産財団は,
保険金受取人に対してこれを請求することができる。
第３節年金保険
（年金保険の適用規定，年金
第118条年金保険については，
受取人の地位）
資金保険に関する規定を適用する。 ただし，会社は，
支払われるべき年金に対する権利が他の者に譲渡されたことを知らない間は， 年金
の支払につき指定された年金受取人に支払うことによって， その責を免除される。
権利譲渡に関する事実が年金証券に裏書されていない場合においても，同様とする。
２生存中に年金を支払われるべき者が年金契約者でない者であるときは，その者を
年金受取人に指定したものと糸なす。
第４章個人傷害保険および疾病保険
デンマーク保険契約（青谷和夫）１７５
(傷害保険・疾病保険の保険事故）
保険契約者または他人に生じることのあるべき傷害または疾病に関し，第119条 と
れを保険に付することができる。
（責任の範囲）
第120条保険に付された傷害または疾病が保険期間中に発生した場合，会社は，後
日生じることのあるべき有害な結果に対しても，その責に任じるものとする。
(危険の増加およびその適用の範囲）
保険証券に危険の程度の増加をふくむものとして明らかに特定された状況第121条
が保険期間中に生じた場合において，被保険者がその事実を知っているときは， 会
当該状況が危険の程度の増加をふくむ場合にかぎり，支払義務を免れるもの社は，
保険契約の効力発生の時に，状況の変更によって生じた状態が存
会社は，当該書類の締結を拒絶すべきであった場合にかぎられる
とする。ただし，
在したとすれば，
屯のとする。
会社が保険をすることが推定されるときは， 会社が危険の増加を知っているにか
ば，会社は，当該契約の存続を象と
２
かわらず，なお，契約の存続を糸とめたとすれば，
その責に任ずべきものとする。めた条件およびその限度において，
会社が再保険に付する方法のもとに自己の純責任額を制限したものと推定される３
その割合に応じて減額されるものとする。場合においては，保険金は，
４第48条および第４9条第２項の規定は，必要な修正を加えたうえで，これを本条の
場合に適用するものとする。
５危険の程度の増加は，より広い範囲において会社を免責させる旨を定めた協定は，
これを無効とする。ただし，第２項の規定に代えて，会社は，危険の増加が保険事
故の発生または損失の程度になんらの影響をおよぼさなかった限度においての承支
払義務を負う旨を定めた協定は，これを有効とする。
（準用規定）
第122条第102条から第106条までの規定は，個人傷害保険および疾病保険にこれを
準用する。
（保険契約者，被保険者の権利に関する訴訟）
第123条保険契約者および被保険者の会社に対する権利は，これらの者の債権者の
訴訟の目的とすることはできない。
（危険の招致）
第124条生命または健康を保険に付している者が，故意または重大な怠慢により保
またはその損害の範囲を縮少するため， 四囲の状況険事故の発生を防止Fするため，
から承て適当と承とめられる手段を怠った場合， または正当な理由がなくてこの関
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会社は，これに原係につき会社が定めた規則を守ることを怠った場合においては，
因すると承とめられる損害に対しては， 賠償の責に任じないものとする。
前項に規定する履行が該当者の有する自由意思を不法に拘束するものであるとき２
}ま，同項の規定は，適用されない。
３怠慢が第１項の規定よりも広い範囲またはその他の場合にまで法的効果を有する
旨の協定は，これを無効とする。
第５章付則
（施行期目）
第125条この法律は，1932年１月１日からこれを施行する。
（施行前の契約）
この法律の施行前に締結された保険契約については， 当該契約において定第126条
められた会社の通知により，契約が消滅し， または第８4条により更新されるべきそ
の第１日からこの法律を適用するものとする。
法務省の管理のもとにある建築物に付けられた火災保険に対しては， この法律は，２
この法律の施行後１年内でなければ法務省が決定した日から施行される。 ただし，
ならない。
第127条第26条および第２7条の規定は，これらの規定において特定された法的効果
を生ずる事故がこの法律の施行後おこるすべての場合に適用されるものとする。
第128条第29条の規定は，この法律の施行前に締結された保険契約について適用す
る。ただし，従来施行されていた法律により制限が従前からおこっていた場合のほ
同条に規定する期日の制限は， この法律施行の日から効力を生じるものとすカユは，
る゜
第129条 第34条の規定は，当該規定における保険事故がこの法律の施行後に生じた
場合にこれを適用する。
第130条この法律に定められた生命， 傷害または疾病の保険に関する保険金受取人
が指定されたすべての場合に適用される。
第131条第115条に定められた規定は，この法律の施行前に締結された生命保険契約
がこの法律の施行後に所持人に譲渡された場合には，これを適用しない。
第132条第116条および第１23条の規定は，この法律の施行前に訴訟手続がとられな
い場合のすべてについて適用されるものとする。
２第117条の規定は，前項の時期以後において．
れるものとする。
破産の宣告があったときに適用さ
第133条 保険契約者および被保険者の権利の保護につき， 他の法令においてこの法
律に定める該当条項よりも広い範囲においてこれを定めているときは， 当該条項は，
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なお，その効力を有するものとする。
２つぎの法令は，この法律施行の日からこれを廃止する。
11872年３月25日破産法その他に関する法律第27条（1902年５月２日 mroe島令
1829年４月13日告第72号，1892年４月１日商業海運法第230条から第266条まで，
唾roe島に関し1892年11月４日命令第203号参照)。示第108号,
その他この法律の抵触する法律の規定は， これを廃止する。２
